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資料 ３－１ 

船員法施行規則等の一部改正について 

 

平 成 ２ ３ 年 ７ 月 

海事局運航労務課 

 

１．改正の経緯 

 

（１） 国際海事機関（ＩＭＯ）において採択されている「１９７８年の船員の訓練及び資格証

明並びに当直の基準に関する国際条約」（ＳＴＣＷ条約）については、１９９５年の包括

的改正後１０年以上が経過したことを受けて、２０１０年６月に締約国会議が開催された。

同会議において、船員の資質の維持向上及び身体適性基準の国際標準化等を内容と

する改正決議が採択され、２０１２年１月 1 日から発効することとなっている。 

今般の条約改正に伴い、タンカーに乗り組む者に求められる危険物等取扱責任者

の資格要件や船員の健康証明書様式や健康検査合格標準表等船員法施行規則（昭

和２２年運輸省令第２３号）等の関係規定について、所要の改正を行う必要がある。 

 

（２） 上記条約改正に対応する措置として、船員法施行規則に基づく船員手帳の一部で

ある健康証明書を英文併記することに伴い、船員手帳全体を英文併記様式の措置を

講じることとしているが、あわせて、国際航海に従事する日本籍船において外国人船

長の乗り組みが増加していることに対応し、船長に対して船員法第１９条に基づき海難

時における航行に関する報告を求めているが、この際に提示する航海日誌が外国語

により作成されている場合には、訳文の添付を必要としているため、当該報告の煩雑

さを解消するため、少なくとも日本語又は英語以外の言語により作成されている場合に

のみ、日本語又は英語による訳文の添付を要する船員法施行規則の改正を行うことと

する。 

 

２．改正の概要 

 

（１） 船員法施行規則関係 

 

Ⅰ 危険物等取扱責任者資格関係 

① 危険物等取扱責任者のうち甲種危険物等取扱責任者の資格要件について、業

務経験期間を「３月以上」又は同等以上の経験を有するものとして告示で定める

基準（１月以上の期間定員外での船上教育（貨物の積込み及び取り卸し各３回の

経験を含む。）の修了）に適合していることと改める。（第９号表第１号～第３号） 

② 危険物等取扱責任者のうち乙種危険物等取扱責任者の資格について、 

1)  乙種危険物等取扱責任者（石油・液体化学薬品）と乙種危険物等取扱責任者

（液化ガス）に資格を区分し、 
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・ 石油又は液体化学薬品タンカー、液化ガスタンカーそれぞれについての乗組

基準として、必要な資格者を規定する。（第７７条の４第４号関係） 

・ 各資格取得に必要な業務経験要件について、「石油・液体化学薬品」の資格

にあっては石油又は液体化学薬品タンカー、「液化ガス」の資格にあっては液

化ガスタンカーにおける業務経験を有することとする。（第９号表第４号） 

2) 「３月以上の業務経験要件と同等以上の経験を有するものとして告示で定める

基準に適合していること」の資格要件を削除する。（第９号表第４号） 

③ ＳＴＣＷ条約締約国資格証明書を受有する者であって国土交通大臣が告示で定

める基準に適合しているものに対する認定について、当該締約国資格証明書が

効力を失ったときはその効力を失うこととする。（第７７条の７第１項） 

④ 認定の更新について、次のとおり改める。 

1) 更新要件である業務経験期間を、失効前５年以内に「１年以上」を「３月以上」

とする。（第７７条の７第２項第１号） 

2) 認定の更新申請期間について、失効前「１年以内」を「６月以内」とするとともに、

当該期間前に更新を申請する場合の事由については、当該期間中に「本邦外

の地に滞在する」場合に限らないこととし、かつ、その事実を証明する書類の添

付を要しないこととする。（第７７条の７第３項及び第４項） 

3)  2)の更新申請期間前の申請については、これを認定した場合における有効

期間の起算日は、当該証印をした日とする。（第７７条の７第５項） 

⑤ 認定申請書、認定更新申請書及び認定の証印の様式について、所要の改正を

行う。（第２２号の３書式～第２２号の５書式） 

 

Ⅱ 健康証明書関係 

① 健康検査合格標準表について、次のとおり改める。（第２号表） 

1) 視力（きょう正視力を含む。）について、船長、甲板部の職員及び当直部員は

「単眼で０．５号」を、無線部の職員は「単眼で０．４号」を明視しうることとする。

（その他の船員は現行どおり） 

2) 色覚検査の対象者に、機関部の職員及び当直部員、無線部の職員を追加す

る。 

② 健康証明書の有効期間について、年齢１８年未満の者を除き、「１年」を「２年」に

改める。（第５６条第１項） 

③ 航海中に健康証明書の有効期間が満了したときは、「当該期間満了後３月を限

度」に、その航海が終了するときまでなおその効力を有することとする。（第５６条

第２項） 

④ 船舶所有者は、やむを得ない場合において、もより地方運輸局長の許可を受け

たときは、健康証明書を有しない者を船舶に乗り組ませることができることとする。

（第５６条第４項） 

⑤ 健康証明書の様式について、英文併記とし、健康証明を受ける船員及び健康証

明を行う医師の署名等を要することとする。（第１６号書式） 
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Ⅲ 船員手帳様式の英文併記化等 

① 船員手帳の一部である健康証明書を英文併記することに伴い、船員手帳全体を

英文併記様式とする。（第１６号書式） 

② 船員法第１９条に基づく海難等の航行に関する報告の際に提示する航海日誌が

外国語により作成されている場合における訳文の添付については、当該航海日誌

が英語以外の外国語により作成されている場合のみに、日本語又は英語による

訳文を要することとする。（第１４条第２項） 

 

Ⅳ その他 

① 航海当直部員の認定の証印の様式について所要の改正を行う。 

② その他所要の改正を行う。 

 

（２） 船舶に乗り組む医師及び衛生管理者に関する省令関係 

 

衛生管理者適任証書の様式について所要の改正を行う。（第２号書式） 

 

 

３．告示の制定及び廃止 

 

① ２．（１）Ⅰ①の改正に伴い、甲種危険物等取扱責任者の資格要件である業務経験

期間「３月以上」と同等以上の経験を有するものとする基準を新たに告示で定める。 

② ２．（１）Ⅰ② 2)の改正に伴い、乙種危険物等取扱い責任者の資格要件である業務

経験「３月以上」と同等以上の経験を有するものとして国土交通大臣が告示で定める

基準（平成８年運輸省告示第４９８号）を廃止する。 

③ ２．（１）Ⅰ③の改正に伴い、STCW 条約締約国資格証明書受有者を、同等以上の

能力を有するものとして国土交通大臣が告示で定める基準（平成１１年運輸省告示

第４３８号）を一部改正する。 

 

 

４．今後の予定 

 

公布： 平成２３年１０月上旬 

施行： 平成２４年１月１日（改正条約発効日） 

 


